
	第1節	 米国
	 1	 安全保障・国防政策

1	 国家安全保障戦略（NSS）と国家防衛戦略（NDS）はともに、法律により一定期間での議会への提出が定められている。NSSは、新たな大統領の就任か
ら150日以内に、NDSは、大統領選挙後に新たな国防長官を指名した場合においては、上院による指名承認後、可能な限り速やかに議会に報告書を提出
することが合衆国法典第50編と同第10編でそれぞれ定められている。

2	 領域間の統合や同盟国との統合などの能力のシームレスな組み合わせにより、敵対者に、敵対的な活動のコストがその利益を上回ると確信させることに
より侵略を抑止するアプローチ。

2021年1月から2025年1月までのバイデン前大統
領の在任期間中、米国は2022年10月に国家安全保障
戦略1（N

National Security Strategy
SS）を発表し、中露との「大国間の地政学的競

争」と気候変動などの国境を越えた問題である「共通の
課題」という2つの戦略的課題に直面しているとの認識
などを示した。中国やロシアなどによる侵略を抑止する
ことに重大な関心があるとし、新たな戦略を推進する競
争相手に対して、通常戦力と核抑止力だけに頼るのは十
分ではないとの認識に基づき、米国内の各機関や同盟国
などとの能力の統合により、侵略行為の抑止に最大の効
果を発揮する統合抑止2（Integrated Deterrence）を推
進する考えを示した。

また、同月には国防省が国家防衛戦略（N
National Defense Strategy

DS）を発表
し、抑止力を強化するため、米国本土防衛や戦略的攻撃
の抑止などの国防省が追求すべき主要な防衛優先事項を
掲げ、統合抑止を推進する考えなどを示した。

NSSにおいては、中国が米国にとって最も重大な地政
学的挑戦であり、国際秩序を再構築する意図とそれを実
現する経済力、外交力、軍事力、技術力をあわせ持つ唯
一の競争相手として位置づけ、効果的に競争するとした。
一方、ロシアについては、国際システムに対する直接的
な脅威として抑制していく考えが示された。NDSにお
いても、中国は今後数十年間の最も重要な戦略的競争相
手で、米国の安全保障に対する最も包括的で深刻な挑戦
であるとし、「対応を絶えず迫ってくる挑戦（pacing 
challenge）」と位置づけて、抑止力を維持・強化するた
め、国防省は迅速に行動するとして、中国の課題に最優
先で取り組む姿勢が示された。

こうした中、米国では2024年11月、大統領選が行わ
れた。民主党では、現職のバイデン大統領が同年7月に
大統領選から撤退したことからハリス副大統領が候補者
となった。一方の共和党ではトランプ前大統領が候補者
となり、両者は経済、国境管理、外交などを論点として
争った。その結果、トランプ氏が第47代大統領に当選
した。また、大統領選と同日に連邦議会選挙が行われ、
上下院いずれも小差ではあるが共和党が優勢となった。

2025年1月のトランプ大統領就任式【EPA＝時事】

トランプ大統領は、選挙期間中、「アメリカ・ファース
ト」「アメリカを再び偉大に（Make America Great 
Again）」を旗印に主に経済政策を主論点としつつ、安全
保障においては「戦争を終わらせる」と主張した。具体
的には、ロシアによるウクライナ侵略の早期終結、イラ
ンに対する圧力強化を通じた中東地域における親イラン
武装勢力の活動の抑止、また対中国関税の導入などによ
る台湾情勢の安定化について言及した。

このうち、ロシアによるウクライナ侵略の早期終結に
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ついて、トランプ大統領は就任後早期にプーチン大統領
との会談の意向を示していたが、第2期政権成立後の
2025年2月には、第2期政権において初となる米露首
脳電話会談が実現し、その後サウジアラビアにおいて米
露の当局間協議が行われ、それぞれの協議の後、米ウク
ライナ間でも協議が行われた。翌3月にも米側はロシア、
ウクライナそれぞれと当局間協議を行うなど停戦に向け
た動きはみられるものの、4月現在では停戦の見通しは
立っていない。今後も、米国を仲介した停戦協議の進捗
が注目される。

2章2節（ウクライナ侵略の経過と見通し）

また、中東情勢について、トランプ大統領は、2025年
1月の第2期政権成立以前から、バイデン前政権がイス
ラエル、エジプトおよびカタールと行う停戦協議に次期
政権での担当者を参加させ、1月19日に三段階からな
る停戦を実現させた。イランとの関係では、政権成立後
の2月、イランによる核開発と中東地域における不安定
化活動に関し、同国へ最大限の圧力をかけるとの方針を
決定した。一方でトランプ大統領は、イランに対し核開
発にかかる協議を要求するとし、合意に至らなければ攻
撃するとの意向を示した。これに対しイラン側は反発し
ていたが、4月にはオマーンおよびイタリアで当局間協
議が行われ、今後も対話を継続することとされた。今後
のトランプ政権による中東情勢への関与が注目される。

10節1項（中東）

2024年11月の大統領選後、トランプ氏は次期政権
における国防長官としてピート・ヘグセス氏を指名し
た。ヘグセス氏は米国上院における承認手続を経て、
2025年1月25日に国防長官に就任した。同日、ヘグセ
ス国防長官は各軍へのメッセージとして、トランプ大統
領のもと「力を通じた平和」を実現するため、「戦士の精
神（warrior ethos）」の再興、軍の立て直し、抑止力の
再確立の3点を柱とするとし、特に抑止力の再確立につ
いては、インド太平洋地域において中国がもたらす侵害
を、同盟国などと協力して抑止することが述べられた。

ヘグセス国防長官は就任後、各国国防相と協議を行
い、1月31日には、中谷防衛大臣と初の会談を電話で
行った。その後、ヘグセス国防長官は3月にハワイ、グ
アム、フィリピン及びわが国を訪問した。ヘグセス国防
長官はこれらの訪問において、自由で開かれたインド太
平洋の重要性を確認し、またインド太平洋地域に所在す
る同盟へのコミットメントを表明した。

7節（東南アジア）、Ⅲ部2章1節3項（日米間の政策
協議）

またヘグセス長官は、2025年2月にベルギーで開か
れたウクライナ防衛コンタクトグループおよびNATO
国防相会合に参加し、ウクライナにおける戦闘は終結せ
られるべきこと、2014年以前のウクライナの状況を回
復することは困難と認めるべきことを述べ、米国はイン
ド太平洋で中国という同格の競争者に直面しており、欧
州の安全保障はNATO加盟国が国防費の増額などによ
り取り組むべきとした。そのうえで、欧州諸国が地域の
安全保障に向き合うべきとしつつ、引き続き米国は
NATO及び欧州との防衛協力にコミットするとした。

国際会議で発言するヘグセス国防長官【EPA＝時事】

加えて、トランプ大統領は、デンマークの自治領であ
るグリーンランドに対し、北極圏における安全保障など
を、またパナマ運河に対し、中国のプレゼンスなどをそ
れぞれ理由として、米国が保有すべきとの認識を示した。
これに対しデンマーク、グリーンランド政府からは反発
が示される一方、2025年4月にヘグセス国防長官がパ
ナマを訪問し、同国との間で米軍艦艇によるパナマ運河
の使用及び同国に所在する基地への米軍の展開について
合意したと発表した。

9節（欧州・カナダ）

1　安全保障認識
バイデン前政権が発表したNSSにおいては、自由で開

かれ、安全で繁栄した世界を追求するうえで、最も差し
迫った戦略的課題は、権威主義的統治と修正主義的外交
政策を重ねる大国からもたらされているとして、これか
らの10年間は、中国との競争の条件を設定するととも
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に、ロシアがもたらす差し迫った脅威に対処し、共通の
課題、とりわけ気候変動やパンデミックなどに対処する
ための努力において、決定的な意味を持つとの認識が示
された。中国は、インド太平洋地域における米国の同盟
と安全保障上のパートナーシップを弱体化させようと
し、経済的影響力や人民解放軍の強大化などを利用し
て、近隣諸国を威圧しその利益を脅かす試みを行ってい
るとして、このような中国の威圧的でますます攻撃的に
なっている取組が米国の安全保障に対する最も包括的で
深刻な挑戦と位置づけた。一方、ウクライナ侵略など差
し迫った脅威をもたらすロシアに対しては、同盟国など
と侵略を強力に抑止する考えを示した。北朝鮮は、米国
本土や東アジアへの脅威となる核・ミサイル能力の拡大
を継続している持続的脅威とし、イランはテロ集団の支
援や悪意のあるサイバー作戦により中東の安定をさらに
損ねているとの見方を表明した。また、これらの競争相
手は、グレーゾーンにおける活動を用いて、敵対的な現
状変更を試みているとの認識を示した。

第2期トランプ政権においても、中国をインド太平洋
地域における同格の競争者とする認識は継続していると
みられる。またイランがテロ集団を支援し核開発を継続
しているとする認識を示している。一方で、2014年以
前のウクライナの状況を回復することは困難としつつロ
シアとの協議を開始したこと、気候変動についても、ト
ランプ大統領就任直後に大統領令でパリ協定からの離脱
を表明したことなど、バイデン政権時とは違う動向もみ
られ、今後の動向について、引き続き注目される。

2　安全保障・国防戦略
バイデン前政権が発表したNSSにおいては、自由で開

かれ、安全で繁栄した国際秩序を実現するためには、①
国内の力への投資、②強力な国家連合の構築、③米軍の
近代化・強化という3つの方向性を示し、その方向性を
達成するための具体的なアプローチとして、①外交・国
内政策の分断解消、②同盟・パートナーシップ、③地政
学的課題認識、④その他地域への関与、⑤新たな経済的
変化への対応、⑥国際的な協力の維持・拡大という6つ
の柱を提示した。そのうえで、米国の強さの源泉である
国内の力への投資を重視するとし、同盟・パートナー

3	 インド太平洋地域における外交、安全保障、防衛の協力を深めることを目的に、2021年9月に設立された。

シップを米国の最も重要な戦略的資産と位置づけて、戦
略的課題に対処する方針を示した。また、気候変動など
の国境を越えた「共通の課題」に対しては、建設的に取
り組む意思のある非民主主義国とも協力する考えが表明
された。

同じくバイデン前政権が発表したNDSでは、安定し
て開かれた国際システムと国防のコミットメントを支え
るため、①米国本土防衛、②戦略的攻撃の抑止、③侵略
の抑止・紛争に勝利する準備、④抗たん性のある戦力・
防衛エコシステムの構築という4つの防衛優先事項を掲
げ、①統合抑止、②（国防省の）活動、③永続的な優位性
の構築という3つの手段を通じて、防衛優先事項の取組
を推進する考えを示した。侵略の抑止・紛争に勝利する
準備では、インド太平洋地域における中国の課題が最優
先で、次に欧州におけるロシアの課題を優先する方針を
示した。

今後、第2期トランプ政権がどのような政策を公表す
るか注目される。

3　インド太平洋地域への関与
バイデン前政権が公表したNSSにおいては、日本を含

むインド太平洋地域の同盟国とのパートナーシップを深
化させるとともに、日米豪印や豪英米3か国による安全
保障協力枠組みであるA

Australia – United Kingdom – United States
UKUS（オーカス）3などの多国

間枠組みを通じて、自由で開かれたインド太平洋
（F

Free and Open Indo-Pacific
OIP）を推進する姿勢を示した。わが国との関係では、

尖閣諸島も含め、日米安全保障条約下での日本の防衛に
対する米国の揺るぎないコミットメントを再確認する考
えが示された。また、東南アジアと太平洋諸島地域にも
重点を置くとし、地域外交、開発、経済的な関与を拡大
すると表明した。世界最大の民主主義国かつ主要防衛
パートナーであるインドとの関係では、FOIPのため、2
国間と多国間で協力するとし、インドも含む南アジアの
地域パートナーとともに気候変動や中国の威圧的な行動
に対応し、インド洋地域全体の繁栄と経済的な連結を促
進する考えが示された。

2022年2月に発表されたインド太平洋戦略では、中
国からの増大する課題に直面しているインド太平洋地域
を最重視する姿勢を明確に示し、米国は同盟国やパート
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ナーと協力してFOIPの推進や地域の安全保障の強化な
どに取り組むことを明らかにした。

中国の海洋進出をめぐる問題に関して、国防省は
2020年7月、およそ6年ぶりに2個空母打撃群を南シ
ナ海に展開して演習を実施し、それ以降も地域の同盟国
などに米国がFOIPの推進に尽力していることを示し続
けるためにこの地域における空母打撃群の活動を継続し
ている。2022年1月には、国務省が南シナ海における
中国の海洋権益に関する主張を国際法に照らして検討し
た報告書を公表し、南シナ海の大部分に及ぶ中国の主張
は不法であり、海洋における法の支配を深刻に損なう旨
を指摘した。また、2023年5月に行われた米比首脳会
合では、南シナ海を含む太平洋において、フィリピンに
対する武力攻撃が発生した際の米比相互防衛条約の適用
を再確認し、同月には、同盟の協力を近代化する際の指
針となる米比二国間防衛ガイドラインが初めて策定・公
表された。2024年には、4月に初となる日米比首脳会
合、7月に第4回米比「2+2」が行われ、航行・上空飛行
の自由へのコミットメントが示されるとともに、後者に
おいてはさらに、比軍と沿岸警備隊の能力強化のための
5億ドルの支援などが表明された。

インド太平洋地域におけるプレゼンス強化をめぐる動
きとして、分散型海洋作戦4（D

Distributed Maritime Operations
MO）を推進する海軍は、

2019年12月、F-35B戦闘機を含む艦載機の運用能力
を強化した強襲揚陸艦「アメリカ」を佐世保に配備し、
グアムでは2020年1月、MQ-4C無人海洋偵察機（ト
ライトン）が初展開している。迅速な戦闘運用5（A

Agile Combat Employment
CE）

を推進する空軍は、インド太平洋地域において、戦闘機
や無人機を用いたACE訓練を実施している。さらに、マ
ルチドメイン作戦構想を推進する陸軍は、人間の認知面
を含むすべての領域などにおいて作戦を同時並行的に実
施するマルチドメイン任務部隊6のハワイへの配備を
2022年9月に発表し、機動展開前進基地作戦7（E

Expeditionary Advanced Base Operations
ABO）

を推進する海兵隊はEABOを実行する能力を保有する
海兵沿岸連隊（M

Marine Littoral Regiment
LR）を同年3月、ハワイに初めて配備

した。沖縄に所在する第12海兵連隊は2025年までに
第12海兵沿岸連隊に改編される予定であり、その取組

4	 各アセットを分散し、ネットワークを介して統合することにより、圧倒的な戦闘力を集結させる作戦構想。
5	 空軍戦力を分散配備し、分散配備された場所から迅速に展開する作戦構想。
6	 全ての領域（陸海空、宇宙、サイバー、電磁波、認識面も含めた情報環境など）において作戦を実施することを通じて、敵の接近阻止/領域拒否（A2/

AD）の打破を目指す作戦構想である「マルチドメイン作戦構想」を前方で実行することを任務とした陸軍部隊。
7	 敵の火力圏内において迅速に分散展開し、一時的な拠点を設置することにより前線での作戦を実行する作戦構想。
8	 韓国政府高官は米戦略アセットの朝鮮半島周辺への展開について、2023年は17回であり、2022年の5回から大幅に増加したとしている。

の一環として、2023年11月に部隊の名称変更が行わ
れた。さらに、2024年7月の日米2+2において、在日
米軍をインド太平洋軍司令官隷下の統合軍司令部へと段
階的に再構成していくと発表し、2025年3月末、自衛
隊の統合作戦司令部の創設とタイミングを合わせる形
で、在日米軍は統合軍司令部へのアップグレードを開始
した。

このほか、米軍は、2018年3月には、空母「カール・
ヴィンソン」を米空母として40年以上ぶりにベトナム
に寄港させ、2023年には、約40年ぶりの韓国寄港と
なった戦略原子力潜水艦をはじめとする、各種米戦略ア
セットが朝鮮半島周辺に頻繁に展開8した。

米国は、FOIPへのコミットメントを示すとして、引
き続き南シナ海における「航行の自由作戦」を実施する
とともに、米海軍艦船と航空機による台湾海峡の通過を
実施しており、今後も「航行の自由作戦」を継続する考
えを明らかにしている。

また、2023年9月には、米・太平洋島嶼
しょ

国サミット
を開催し、島嶼国とのパートナーシップを強化する取組
を発表するなど、近年中国が影響力の拡大を企図してい
る同地域への米国の関与を拡大する姿勢を示した。

一方、北朝鮮をめぐっては、2018年6月に行われた
史上初の米朝首脳会談以降、米朝間で交渉が行われた
が、北朝鮮の大量破壊兵器・ミサイルの廃棄に具体的な
進展は見られない。2022年5月に厳しい対北朝鮮姿勢
を示す韓国の尹

ユンソンニョル
錫悦前政権が発足して以降、米韓両国は

演習の範囲や規模を拡大してきているが、こうした状況
の中で北朝鮮の金

キムジョンウン
正恩国務委員長は、米国の目的は「わ

が政権をいつでも崩壊させようとすること」であるとし、
米国を長期的に牽制するため「絶対に核を放棄すること
はできない」と表明したと報じられるなど、反発を強め
ている。

バイデン前政権が公表したNSSにおいては、北朝鮮の
大量破壊兵器とミサイルの脅威に直面して拡大抑止を強
化しつつ、朝鮮半島の完全な非核化に向けて具体的な進
展を図るために、北朝鮮との持続的な外交を模索すると
した。また、同じくバイデン前政権が公表したNDSで

54日本の防衛

米国　第1節

第
3
章

諸
外
国
の
防
衛
政
策
な
ど

第
Ⅰ
部

防衛2025_1-3_01-04.indd   54防衛2025_1-3_01-04.indd   54 2025/06/12   9:18:452025/06/12   9:18:45



は、核・ミサイル能力の拡大を継続し、同盟国との間に
くさびを打ち込む試みをしている北朝鮮に対し、米軍の
前方展開態勢や核抑止力を通じて、攻撃を抑止する考え
を示した。

第2期トランプ政権においても、引き続きインド太平
洋地域を重視する姿勢を示しているところ、同地域にお
ける諸課題に対応していくため、米国と緊密に連携する
必要がある。

4節1項5（1）（米国との関係）

4　国防分野におけるイノベーション
2021年2月の国防省におけるバイデン前大統領の演

説において、新興技術のもたらす危険性と機会に対処
し、サイバー空間における能力を強化し、深海から宇宙
に至るまでの新時代の競争を主導するとして、国防政策
における技術の重要性が強調された。また、バイデン前
政権が公表したNDSにおいて、永続的な優位性を構築
するための方策の一つとして、研究機関、民間企業、政
府機関の相互連携を通じて装備品を開発するイノベー
ションのエコシステムの構築を支援する考えを示し、指
向性エネルギーやサイバーなどを含む高度な能力の研究
開発を促進するとともに、バイオテクノロジーや量子科
学における機会を創出する考えが表明された。第2期ト
ランプ政権による本分野における取組が注目される。

5　核・ミサイル防衛政策
バイデン前政権の2022年10月、国防省は、各戦略を

確実に連携させるため、これまで個別に発表してきた核
態勢の見直し（N

Nuclear Posture Review
PR）とミサイル防衛見直し（M

Missile Defense Review
DR）を

NDSと同日に発表した。
NPRでは、中国を「対応を絶えず迫ってくる挑戦」と

位置づけて、核抑止力を評価する上でより重要な要素に
なっているとして、2030年代には、ロシアに続いて中
国も核大国となる考えを示し、史上初めて2つの核大国
に直面することになると評価した。ロシアは戦略上、核
兵器を重視し、核戦力の近代化と拡張を続け、修正主義
的安全保障政策を支えるために核兵器を振りかざし、米

9	 核の3本柱は「ICBMミニットマンⅢ」、「SLBMトライデントⅡD5搭載の戦略原子力潜水艦」、「核巡航ミサイル・核爆弾を搭載するB-52戦略爆撃機お
よびB-2戦略爆撃機」からなる。

国や同盟国などにとって永続的な存立にかかわる脅威と
の認識を示しつつ、敗北を避けるための限定的な核使用
の可能性にも言及した。北朝鮮については、中露ほどの
ライバルではないが、核や弾道ミサイルに加えて、化学
兵器を含む非核兵器能力の拡大にも取り組む持続的な脅
威であり、朝鮮半島での危機や紛争は、多くの核武装し
た主体を巻き込む可能性があることから、より広範な紛
争の危険性を高めると評価した。

このような核をめぐる情勢認識を示したうえで、核兵器
の役割低減を米国の目標とし、核のリスクを削減するため、
他の核保有国との関与を追求し続ける考えを表明した。米
国の核兵器の役割として、①戦略的攻撃の抑止、②同盟
国・パートナーに対する保証、③抑止が破れた場合におけ
る米国の目標達成を掲げ、第1期トランプ政権期の2018
年に発表されたNPRにおいて核兵器の役割の一つとして掲
げられた「将来の不確実性に対するヘッジ」は、役割として
除外された。また、宣言的政策として、核兵器の基本的な役
割は、敵の核攻撃を抑止することであり、極限の状況下に
おいてのみ核兵器の使用を検討するとし、「先行不使用」と

「唯一の目的」を含めた宣言的政策については検討したが、
米国、同盟国・パートナーに戦略レベルの損害を与えうる、
相手側の非核能力を踏まえれば、このような政策は許容で
きないリスクをもたらすと判断して採用しないものの、「唯
一の目的」への移行目標は保持するとの考えを示した。

米国の核抑止戦略は、敵対者に合わせた戦略が必要と
の認識のもと、対中国では柔軟な抑止戦略・戦力態勢を
維持する一方、対ロシアでは大規模攻撃と地域の限定的
な攻撃を抑止するため、近代化した核の3本柱9を配備
し、柔軟に調整可能な核戦力により、核の3本柱を補強
すると言及した。近代化された3本柱を維持することに
より、いかなる戦略攻撃にも耐え、必要に応じて抑止戦
略を調整し、拡大抑止のコミットメントを支え同盟国に
保証を与えることが可能になるとして、核抑止力に空白
が生じないよう、多くの兵器が設計寿命を越えている3
本柱の換装計画を推進する考えを示した。柔軟に調整可
能な核戦力として、現在運用中の低出力核弾頭搭載潜水
艦発射弾道ミサイル（S

Submarine-Launched Ballistic Missile
LBM）は維持するが、前回の

NPRで示された海洋発射型核搭載巡航ミサイル計画は
中止を表明した。また、NATOの核任務を支援するため、
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核・非核両用機（D
Dual-Capable Aircraft

CA）の役割をF-15E戦闘機から
F-35A戦闘機に移行する計画を示した。

なお、ロシアとの間で締結していた中距離核戦力
（I

Intermediate-Range Nuclear Forces
NF）全廃条約について、ロシアが条約を遵守していな

いとして、2019年8月に米国は脱退し、同月に500km
以上の飛距離を持つ通常弾頭仕様の地上発射型ミサイル
の発射試験を実施するなど、この条約で発射試験や生
産・保有が規制されていた中距離射程を有する通常弾頭
搭載地上発射型ミサイルの開発を進めている。

また、2021年2月にロシアとの間で5年間の期限延
長を合意した新戦略兵器削減条約（新S

Strategic Arms Reduction Treaty
TART）について、

2023年2月にプーチン大統領が年次教書演説において、
履行の一時停止を発表したことから、今後の核軍備管理
の動向が注目される。

MDRは、NDSで掲げられた統合抑止の構想を色濃く
反映した内容になっており、米国を守り、攻撃を抑止す
るための最優先分野と位置づけるミサイル防衛は、敵の

10	 本項で用いられている米軍の兵力数は、米国防省公刊資料（2024年12月現在）による現役軍人数であり、部隊運用状況に応じて変動しうる。

攻撃の利益を打ち消し、抑止が破れたとしても、被害を
局限することに資するとの考えが示された。また、グア
ムを含むあらゆる海外領土に対する攻撃は、米国に対す
る直接攻撃とみなすと宣言し、グアムはFOIPを維持す
るために欠かせない運用拠点であり、グアムの防衛は統
合抑止の実現に資すると表明した。

第2期トランプ政権が採用する核・ミサイル防衛政策
が注目される。

6　2026会計年度予算
　2025年4月時点で、米国政府は、2026会計年度予

算要求を発表していない。一方で、トランプ大統領は同
月、米国史上最大となる1兆ドルの国防費を要求するこ
とを表明した。今後公表される国防省予算要求の内容に
ついて注目される。

図表Ⅰ-3-1-1（米国の国防省費の推移）

図表Ⅰ-3-1-1 米国の国防省費の推移

（％）（億ドル）

（注）　1　Historical Tables（Outlays）による国防省支出額
2　2025年度の数値は推定額
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	 2	 軍事態勢

1　全般
米軍の運用は、軍種ごとではなく、軍種横断的に編成

された統合軍（Unified Combatant Command）の指
揮のもとで行われている。2018年5月、戦略軍の隷下
にあったサイバー軍が統合軍に格上げされ、また2019

年8月、地域別統合軍として宇宙軍が創設され、統合軍
は、機能によって編成された4つの機能別統合軍と、地
域によって編成された7つの地域別統合軍から構成され
ることとなった。2019年12月には、6番目の軍種とし
て空軍省内に宇宙軍が創設された。

陸上戦力10は、陸軍約44万人、海兵隊約17万人を擁
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し、ドイツ、韓国、日本などに戦力を前方展開している。
海上戦力は、艦艇約990隻（うち潜水艦約70隻）約

675万トンを擁し、西太平洋とインド洋に第7艦隊、東
太平洋に第3艦隊、南米とカリブ海に第4艦隊、米東海
岸、北大西洋、北極海に第2艦隊、東大西洋、地中海、ア
フリカに第6艦隊、ペルシャ湾、紅海、北西インド洋に
第5艦隊を展開している。

航空戦力は、空軍、海軍と海兵隊を合わせて作戦機約
3,200機を擁し、空母艦載機を洋上に展開するほか、ド
イツ、英国、日本、韓国などに戦術航空戦力の一部を前
方展開している。

核戦力を含む戦略攻撃兵器については、2011年2月
に発効した新STARTに基づく削減を進め、米国の配備
戦略弾頭11は1,419発、配備運搬手段は662発・機であ
ると公表した12。

図表Ⅰ-3-1-2（統合軍の構成）

図表Ⅰ-3-1-2 統合軍の構成

大統領

国防長官

統合参謀本部議長

アフリカ軍

戦略軍 輸送軍特殊作戦軍 サイバー軍

中央軍 欧州軍 北方軍 南方軍 宇宙軍インド太平洋軍

：機能別統合軍
：地域別統合軍

2　インド太平洋地域における現在の
軍事態勢

太平洋国家である米国は、インド太平洋地域に陸・
海・空軍、海兵隊、宇宙軍の統合軍であるインド太平洋

11	 配備済みのICBM、SLBMに搭載した弾頭、配備済みの戦略爆撃機に搭載した弾頭（配備済みの戦略爆撃機は1つの弾頭としてカウント）が対象。
12	 2023年5月1日現在の数値であるとしている。

軍を配置し、この地域の平和と安定のために、引き続き
重要な役割を果たしている。インド太平洋軍は、最も広
い地域を担当する地域統合軍であり、隷下には、統合部
隊である在韓米軍や在日米軍などが存在している。

インド太平洋軍は、太平洋陸軍、太平洋艦隊、太平洋海
兵隊、太平洋空軍、インド太平洋宇宙軍などから構成さ
れており、それらの司令部は全てハワイに置かれている。

太平洋陸軍は、ハワイの第25歩兵師団、在韓米軍の
陸軍構成部隊である韓国の第8軍や、アラスカ陸軍など
を隷下に置くほか、日本に第1軍団の前方司令部・在日
米陸軍司令部など約2,500人を配置している。

太平洋艦隊は、西太平洋とインド洋などを担当する第
7艦隊、東太平洋やベーリング海などを担当する第3艦
隊などを有している。このうち第7艦隊は、1個空母打
撃群を中心に構成されており、日本とグアムを主要拠点
として、領土、国民、シーレーン、同盟国その他米国の重
要な国益を防衛することなどを任務とし、空母、水陸両
用戦艦艇やイージス巡洋艦などを配備している。

太平洋海兵隊は、米本土と日本にそれぞれ1個海兵機
動展開部隊を配置している。このうち、日本には第3海
兵師団やF-35B戦闘機などを配備する第1海兵航空団
などに約2万人が展開しているほか、重装備などを積載
した事前集積船を西太平洋に配備している。

太平洋空軍は3個空軍を有し、このうち、日本の第5
空軍に3個航空団（F-16戦闘機、C-130輸送機などを装
備）を、韓国の第7空軍に2個航空団（F-16戦闘機など
を装備）を配備している。

図表Ⅰ-3-1-3（米軍の配備状況）、図表Ⅰ-3-1-4（イ
ンド太平洋地域への関与（イメージ））
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図表Ⅰ-3-1-4 インド太平洋地域への関与（イメージ）

・2021年1月、2021年度国防授権法において、インド太平洋
地域における米国の抑止力の強化などを目的とする「太平
洋抑止イニシアティブ」を発表

【シンガポール】
・沿岸域戦闘艦（LCS）のロー
テーション展開

・P-8のローテーション展開

【インド】
・米印防衛産業協力を加速させ
るためのロードマップを採択

・前方展開する米海軍アセットの
インドでのメンテナンスを可能
とする合意書締結

【ベトナム】
・空母がダナン港に寄港
（ベトナム戦争終結後初）
・米艦艇がカムラン港に
寄港

【南シナ海】
・米艦艇による航行の自由作戦の実施
・複数の米空母打撃群による演習の実施

【太平洋島嶼国】
・パプアニューギニアと港湾・空港への米軍のアクセスが可能となる防衛協力協定を締結
・パラオに水平線以遠を観測可能な、早期警戒用のOTH（見通し外）レーダーを建設中
・人道支援・災害救援にかかる訓練（パシフィック・パートナーシップ、クリスマス・ドロップ）の実施
・2023年、パラオ、ミクロネシア連邦、マーシャル諸島共和国とのコンパクト（注）に基づく財
政支援の延長合意

（注）米国の国連信託統治から独立する際に、米国との間で締結した自由連合盟約のこと。米国
から財政支援を受ける一方で、国防と安全保障の権限を米国に委ねている。

【フィリピン】
・対テロ用装備品の比軍への提供
・共同演習（バリカタン）で上陸訓練の実施
・米軍がアクセス可能な基地の拡大合意
（5か所から9か所へ拡大）

【台湾】
・武器売却を決定
・米艦艇・米軍機による台湾海峡通過
・2023年度国防授権法において、台湾抗たん
性強化法が成立し、5年間で最大100億ドル
の対外軍事融資を承認

【グアム】
・無人海洋偵察機の展開

【日本】
・海兵沿岸連隊（MLR）の配備
・強襲揚陸艦「アメリカ」の配備
・MV-22オスプレイ、F-35Bの配備
・BMD対応型イージス艦の追加配備
・ドック型輸送揚陸艦の追加配備
・小型揚陸艇部隊の新設
・無人機MQ-9の配備

【韓国】
・THAADの配備
・米軍戦略アセットの朝鮮
半島周辺への展開の増加

【オーストラリア】
・海兵隊のローテーション展開
・爆撃機・戦闘機のローテーション展開の増加
・AUKUSのもと、攻撃型原子力潜水艦の寄港
の増加・滞在長期化

図表Ⅰ-3-1-3 米軍の配備状況

北方軍

南方軍

欧州軍

中央軍

アフリカ軍
インド太平洋軍

 陸軍 ： 約2.7万人
 海軍 ： 約0.8万人
 海兵隊 ： 約0.1万人
 空軍 ： 約3.0万人
 総計 ： 約6.6万人

ヨーロッパ正面
 陸軍 ： 約44.3万人
 海軍 ： 約32.8万人
 海兵隊 ： 約16.9万人
 空軍 ： 約31.2万人
 宇宙軍 ： 約0.9万人

 総計 ： 約126.1万人

米軍の総兵力

陸軍 ： 約3.5万人
海軍 ： 約3.9万人
海兵隊 ： 約2.3万人
空軍 ： 約2.8万人
 総計 ： 約12.6万人

インド太平洋正面

（注）　１　米国防省公刊資料（2024.12現在）などによる。
　　　２　沿岸警備隊を除く米各軍のうち現役軍人を計上。四捨五入のため、個々の集計は総計と合致しない。
　　　３　インド太平洋正面の兵力数には、ハワイ、グアムなどを含む。
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トランプ政権後の米国の安全保障戦略の見通し

防衛研究所　グローバル安全保障研究室　室長　新
あら
垣
かき
　拓
ひろむ

トランプ政権は、1期目よりも厳しい戦略環境に直面
しています。国際社会に大きな衝撃を与えたロシアに
よるウクライナ侵略は今もなお継続しています。その
一方で、中国との戦略的競争は激しさを増し、軍事・
外交分野からAIなどの新興技術の開発競争という経済
分野にまで拡大しています。さらに、北朝鮮やイラン
は、それぞれロシアや中国との包括的・戦略的な協力
関係を強めています。

この状況の中、トランプ政権の安全保障戦略におけ
る最大の焦点は、中国になると考えられます。近年、
中国に対する米国内の認識は悪化しています。東シナ
海や南シナ海、台湾海峡をめぐる中国の威圧的な言動、
米国企業が開発した先端技術の窃取問題、米国国内で
の影響工作などを背景に、中国の行動が米国の安全保
障を大きく脅かしているという認識が共和党・民主党
の党派を超えて広く共有されるようになりました。

トランプ政権は1期目において、関与政策という冷
戦期から継続されてきた対中政策の方向性を転換し、
対中強硬路線へと大きく舵を切りました。第2期トラ
ンプ政権の陣容をみても、マルコ・ルビオ国務長官を
はじめ対中強硬派が多数政権入りしていることから、
この姿勢は今後も継続されると考えられます。ピート・
ヘグセス国防長官は、中国との戦争を抑止することが

米国にとって優先課題であるという姿勢を明らかにし
ています。

トランプ政権が掲げる「力による平和」という政策
アプローチは、米国が中国との戦略的競争を優位に進
めるために、まず米国自身の軍事力や経済力を強化す
ることを重視しています。その一方で、戦略環境が一
段と厳しくなっていることを受けて、米国の安全保障
戦略における同盟国の重要性は益々高まっています。

インド太平洋地域だけでなく、ウクライナでの戦争
やガザ紛争で大きく揺れる欧州や中東地域の平和と安
定に向けて、同盟国がより大きな役割を果たすことに
対する期待は、トランプ政権内で強くきかれます。

このようなトランプ政権の安全保障戦略を踏まえる
と、わが国をはじめとする同盟国自身の能力強化が不
可欠となります。それに加えて、同盟国間の協力関係
を深めていくことも重要な課題です。

インド太平洋では、米国との2国間関係に加えて、ミ
ニラテラルと呼ばれる日米豪、日米韓、日米比関係の
強化、さらには「自由で開かれたインド太平洋」の実
現に向けた日米豪印4か国の協力関係を今後も深めて
いくことが、力や威圧による一方的な現状変更を阻止
する上で重要な政策であると考えられます。

視点視点

（注）本コラムは、研究者個人の立場から学術的な分析を述べたものであり、その内容は政府としての公式見解を示すものではありません。
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